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昨年の今頃はリーマンショックに端を発し、

「100 年に一度の大不況」と称して生産縮小、雇

用調整が進み、中小企業の倒産と大企業を中心と

した派遣労働者の大量首切りが発生した。９月に

発足した麻生政権は、景気対策優先として自らの

使命であった解散・総選挙を先送りにして自公政

権の延命に躍起となっていた。そして、米国では

「チェンジ」を旗印にバラク・オバマが大統領選

挙に勝利した。あれから一年、2009 年の流行語大

賞は「政権交代」だそうだ。 

８月 30 日に行われた衆議院選挙において民主

党は 308 議席を獲得、９月 16 日には民主、社民、

国民新の三党連立による鳩山政権が発足した。「連

立政権樹立にあたっての政策合意」で憲法につい

て「唯一の被爆国として、日本国憲法の『平和主

義』をはじめ『国民主権』『基本的人権の尊重』の

三原則の遵守を確認するとともに、憲法の保障す

る諸権利の実現を第一とし、国民の生活再建に全

力を挙げる」と明記された。 

政権交代後３ヶ月を経て、鳩山連立政権への期

待は連立政権内の不一致や鳩山首相の指導性など

不安が指摘され始めている。しかし、明治維新、

戦後民主化とも匹敵するといわれる改革の意義は

変わらない。長期政権の驕りによる腐敗・官僚支

配・利権政治からの脱却、憲法９条の空洞化と軍

事大国化路線からの脱却、格差社会の拡大をもた

らした新自由主義・構造改革路線からの脱却など

政権交代を判断した国民の意思は明確である。そ

のことが、「連立合意」に示されているものであり、

政権発足後の若干の混乱はその範囲内においての

み許されるものであるはずである。 

12 月 11 日米国オバマ大統領は、ノーベル平和

賞受賞演説で戦争の正当性を主張した。「武力行使

は不可欠なだけでなく、道徳上も正当化されるこ

とがある」「キング牧師は『暴力では平和はもたら

されない』と演説した。だが、悪は世界に存在す

る。戦争という手段には平和を維持する役割があ

る」とまで述べた。この演説は、アフガンとイラ

クで二つの戦争の当事者「戦時の大統領」が平和

賞を受けることの批判を意識したものと、マスコ

ミは報道する。また、アメリカだけでなく日本も

含めこの主張に同調する人々は多数存在するだろ

う。しかし、だからこそ戦争をなくし、平和を希

求することを全世界に発信し続けることが、世界

の指導者といわれる人々に求められているはずだ。

「悪」を自ら認定し、武力で「悪」を滅ぼすとし

て、多くの人民の命と環境を破壊する、これが戦

争でありアメリカという国にのみ許されたもので

は決してない。米国という大国傲慢を前にして、

本年４月のオバマ大統領のプラハ演説「米国は核

兵器のない世界をめざす」も色あせる。 

 

［本橋東京平和運動センター議長］ 

普天間基地の移転と辺野古新基地建設問題が正

念場を向かえ、マスコミも連日の報道を続ける。

これまで政府発表の情報を垂れ流し、沖縄や野党

の動向など目もくれなかった姿勢とは大違いであ

る。沖縄県民の負担は大きいなどと報じながら、

普天間基地即時閉鎖！辺野古新基地建設反対！日米安保見直し・地位協定の抜本的な改定

を勝ち取るために、来年１月３０日「普天間基地はいらない 新基地建設を許さない 全

国集会」で日比谷野外音楽堂を埋め尽くそう！ 
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11 月８日、２万１千人が参加した「辺野古への新

基地建設と県内移転に反対する県民大会」などは

首都圏では小さく報道されただけだ。沖縄返還密

約訴訟における吉野元公使の重大な証言も、吉野

氏の勇気や気概に重点が置かれ、密約の存在とそ

の意義についての分析は少ない。さらに、報道の

生命線であるはずの、西山記者の「犯罪」につい

ての改めての見解も表明されない。マスコミにと

って、沖縄の基地の現状や日米政府の情報開示、

踏み込んだ取材と報道より、連立政権内の対立や

混乱の方が記事として評価されている実情は情け

ない。 

11 月 26 日、衆議院第２会館で宜野湾市長・伊

波洋一氏は「普天間基地のグアム移転の可能性に

ついて」として、これまでの米軍情報などを総合

して「海兵隊のグアム移転が司令部中心というの

は間違い。沖縄海兵隊の主要な部隊が一体的にグ

アムへ移転する。普天間飛行場の海兵隊ヘリ部隊

も含まれる。」という見解を、膨大な資料とともに

示した。さらに、12月２日にも国会内で「沖縄等

米軍基地問題議員懇談会」による、ジュゴン訴訟

や環境アセスに関する学習会も持たれた。その中

で、「沖縄ジュゴン米国訴訟」のサンフランシスコ

連邦地裁判決（08 年１月 24 日）が、基地建設の

米国文化財保護法（NHPA）違反を認定したことの

意義を以下のとおり確認した。 

「米軍は辺野古新基地建設の着工許可を出せず、

よって日本政府は辺野古新基地建設工事に着工で

きない状態になっている。もしも許可がでた場合

でも、連邦地裁を通じて許可の差し止めを請求す

れば認められる可能性が高い状況である。」 

 以上のような、平和フォーラムと沖縄出身議員

でつくる「うるの会」や「沖縄等米軍基地問題議

員懇談会」の連携による取り組みは民主党内の理

解の拡大をすすめ、社民党福島党首の表明とあい

まって、政府の対応は「年内に結論」から「越年

やむなし」へと変わるにいたった。普天間基地の

グアム移転による早期閉鎖と辺野古新基地建設の

中止の正当性はより明確となっているが、日米合

意のごり押しを狙う米国政府の傲慢な占領政策は

変わっていない。60 年安保から 50 年の歴史経過

の中で、「対等な日米関係」の形成に向けた、新政

権の役割とこれを支える私たちの運動の意義はま

すます大きいものがある。 

 

［緊急集会で６５０名、会場は熱気］ 

12 月 15日、「普天間基地はいらない 新基地建

設を許さない 緊急集会」が東京･星陵会館に 650

名越える参加者を集めて開催された。政府方針の

決定が越年する中、職場･地域からの世論形成を進

め、１月 24日の名護市長選挙の圧倒的な勝利、１

月 30日の日比谷野外音楽堂における「普天間基地

はいらない 新基地建設を許さない 全国集会」

の圧倒的成功によって米軍基地撤去、縮小に向け

た大きな道筋を作り出そう。  

 新しい希望の年を迎え、あらためて団体･個人の

会員の皆さんの健闘をお祈りし、東京平和運動セ

ンター事務局も全力を挙げて取り組む決意を申し

上げたい。 

活 動 報 告 

■第４１回食とみどり、水を守る全国集会 

 平和フォーラムと消費者・市民団体、農民団体

などの実行委員会（河田伸夫実行委員長・森林労
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連委員長）が主催する「第 41 回食とみどり、水を

守る全国集会」は、11 月 27日～28 日に島根県松

江市の「くにびきメッセ」を会場に開催され、全

国から約 630 人が参加しました。   

第一日目は、さわやかな歌声のオープニング後、

全体集会が開かれ、河田伸夫実行委員長は、日米

の政権交代や経済不況、国内農林業の危機的状況

について述べ「人間の生存に欠かせない食・みど

り・水を見直し、地域にしっかり根をおろした運

動を展開しよう」と訴えました。 

基調報告として藤本事務局長が、集会の討議課

題として、①食・みどり・水・農林漁業を基軸に、

地域からいのちと暮らしを守る運動を拡大する、

②新たな政権のもとで、地域において生産者・消

費者・市民が連携して、具体的な施策や活動を提

起し、その実現を求める、③地域の資源を活用し

た食・エネルギーの自給向上、地産地消運動、市

民による環境保全運動等を通じて、市場経済優先

から循環型社会への転換を進めていくこと、など

を提起しました。一日目の後半は３つのテーマに

分かれて分散会が開かれ、食の安全について、農

と食の環境、食料・農業政策について、森林・水・

環境については問題提起と討議を行いました。 

 第二日目は分科会討議を行い、「課題別入門講

座」では、地元のＪＡ雲南産直事業課長が「消費

者と生産者の架け橋となる地産地消の推進」の経

験を語りました。「フィールドワーク」は、日本で

最初の低温殺菌牛乳を生産した、雲南市の木次乳

業を訪ね、工場を視察しながら、その意義を学び

ました。第二日目の午後に開かれた総括集会では、

特別報告として、島根大学名誉教授の平塚貴彦さ

んが「食・みどり・水をどう守るのか」と題して、

改めて食とみどり、水を守る大切さと、島根県内

での具体的な実践を中心に講演を受けました。 

最後に、藤本事務局長の集会のまとめと、ＷＴＯ

交渉での農産物自由化に反対する特別決議、集会

アピールを採択し、集会を終了しました。  

 

［松江での全国集会］ 

■フォーラム関東ブロック定期総会 

 11 月 29～30 日平和運動センター関東ブロック

連絡会第８回総会が、茨城県立国民宿舎「鵜の岬」

で行われた。33名が出席し、浪江代表、藤本フォ

ーラム平和事務局長、川口茨城県平和擁護県民会

議代表が主催者・来賓あいさつを述べた。 

また、藤岡副事務局長（自治労東京）が紹介され

あいさつをしました。経過報告、方針、決算など

承認され、役員は以下の通りです。代表 浪江（埼

玉）、副代表 本橋（東京）他５名、事務局長 加

藤（神奈川）、事務局次長 酒井（同）、幹事 関、

出田他７名。総会後、反原子力茨城共同行動の根

本がん氏より「東海村と原子力・プルサーマル問

題」の記念講演を受けました。 

 

［バスの中で当時の状況を語る大泉さん］ 
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翌日は講演を受けた、ＪＣＯ事故で被爆し裁判

闘争を続けている大泉夫妻から自宅の大泉工業、

そして近接しているＪＣＯ工場や、事故当時のお

話を伺いました。 

その後、日本原子力研究開発機構東海展示館を

見学しました。この研究所は燃料の開発から再処

理技術、新型転換炉（増殖炉）、プルサーマル技術

など原発や原潜原子炉への技術開発をしている場

所で、各種の試験施設が設置されています。 

■もんじゅを廃炉へ！全国集会 

12 月５日もんじゅを廃炉に！全国集会（福井・

敦賀市）が開催され参加者 1,000 人集まりました。

1995年に二次系配管室で起きたナトリウム漏れ事

故から 14年。現在、もんじゅは、年度内再稼働に

むけた動きを強めています。危険な再稼働に反対

し、廃炉を求めて現地の白木海岸での抗議集会が

開かれた後、もんじゅのゲートまでデモ行進をし

ました。午後にも「もんじゅ廃炉を求める全国集

会」が開かれました。４日には福井県庁と敦賀市

に運転再開に同意しないよう求める申入書を提出

し、強く要請しました。 

 

［もんじゅのある白木浜での集会］ 

■不戦を誓う三多摩集会 

 12 月８日、午後６時半から立川市民会館小ホー

ルで「第 29回不戦を誓う三多摩集会」が開催され

350 人が参加しました。主催者を代表して三多摩

平和運動センター若林議長から、集会の意義と新

政権下での在日米軍基地の整理・縮小・撤去を求

める運動の推進と辺野古新基地建設を許さず、普

天間基地の返還を求めることが提起されました。

特別報告として厚木爆同顧問の浜崎重信さんは、

1977年に起きた横浜米軍機墜落事件の当時の様子

や厚木爆音訴訟闘争を 50 年間近く闘ってきた自

らの経験や在日米軍基地や空母の横須賀母港化へ

の怒りを訴えました。 

 メインの公

演は神田香織

さんの「哀しみ

の母子像」の講

談を行いまし

た。横浜、みな

との見える丘

公園にブロン

ズ像があり、愛 

［特別報告する浜崎さん］   の母子像と書か

れた説明文には「昭和 52 年（1977年）９月 27日、

横浜市緑区荏田町（現青葉区）に米軍機が墜落し、

市民３人（母と幼い子二人）が亡くなりました。

生前に海が見たいと願っていたことから、この公

園に愛の母子像の寄付を受け設置したものです。」

墜落事故の悲惨さ、日米政府の責任放棄と母子の

愛を綴った哀しみと怒りの講談でした。沖縄の普

天間基地閉鎖や辺野古新基地建設反対が闘われて

いる今、不戦を誓う集会に最も適したお話でした。 

■普天間基地はいらない・新基地を許さない 

緊急集会 

新政権に対し我々の最重要課題である沖縄の普

天間基地の早期閉鎖と辺野古の新基地建設を断念

させるために、これまで平和フォーラムは、院内

集会や伊波宜野湾市長や東京新聞半田編集委員を

招きレクチァアーを受けてきました。しかし、マ

スコミや自民党、財界などの年内決着の大合唱が
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あり、急遽、12 月 15 日に星陵会館で緊急集会を

開催しました。同日午前中に与党三党の党首級に

よる基本政策閣僚委員会が「三党で移転先を含め

検討を行う」として結論を先送りするとの政府方

針を決定しました。 

 

そうした状況の中で詰めかけた参加者は会場に

入りきれず、階下のモニター室で集会に参加する

盛況でした。参加者は 650 人に及びました。集会

は藤岡和昭平和フォーラム副事務局長の基調提起

で始まりました。基調は普天間飛行場移設をめぐ

る経緯と米軍再編の動き、鳩山政権発足後の経過

と情勢、15日の政府案など展開し、①普天間基地

の基地機能は米軍再編でグアムに移転することに

なっており、辺野古の新基地は全く機能の違う基

地であるにも係わらず、辺野古移転や代替施設で

対処している。②ジュゴン裁判でサンフランシス

コ連邦地裁は「辺野古新基地建設は米国文化財保

護法に違反している」こと③グアム移転の日本側

支出は 5500 億円。辺野古新基地建設費約１兆円。

これに群がる利権争いの実態は究極の税金の無駄

遣い。思いやり予算の見直しなど日米協議すべき。

④東アジア共同体構想など通じて「人間の安全保

障」を具現化することが求められている。⑤来年

１月 24日の名護市長選挙やその後の参院選挙、沖

縄知事選など通じて、普天間即時返還、辺野古新

基地建設反対の沖縄県民と日本国民全体の大きな

世論形成を創り出そう。⑥１月 30日日比谷野外音

楽堂に集まろう。と６つの基本的な考え方と今後

の取り組みを提起しました。 

その後、民主、社民党の各議員のあいさつや安

次富ヘリ基地協反対共同代表、山城沖縄平和セン

ター事務局長、各地の連帯アピールを受け閉会し

た。なお同日、午後２時から中央団体・都道府県

運動組織責任者による行動として半田滋さん（東

京新聞編集委員）の講演会をおこない、緊急集会

に参加しました。 

 

活 動 日 誌 

11月８日（日）辺野古新基地建設と県内移設に反

対する県民大会（沖縄・東京） 

11月19日（木）狭山東京実行委員会幹事会 

11月21日（土）座間米軍司令部はいらない集会 

11月25日（水）部落解放・人権フォーラム 

11月26日（木） 

普天間即時返還・辺野古新基地反対院内集会 

11月27～28日（土） 

食とみどり、水を守る全国集会、松江 

11月29～30日（月） 

フォーラム関東ブロック定期総会 茨城 

12月５日（土）もんじゅを廃炉に全国集会 

12月８日（火）不戦を誓う三多摩集会 

12月９日（水）横路衆院議長との意見交換会 

12月11日（金）院内集会「普天間基地の移設問題

をめぐる最近の動き」    

12月14日（月） 

東京大空襲訴訟東京地裁判決・報告集会  

12月15日（火）福島党首との意見交換会 

12月15日（火）神奈川の基地スタディー 

12月15日（火）「普天間基地はいらない・新基地を

許さない緊急集会」星陵会館 

12月17日（木）狭山東京実行委員会総会 
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今 後 の 日 程 

12月18日（金）教科書学習会Ｐ６ 総評会館 

12月18日   マリ向け第一次支援米発送作業 

12月19日（土） 

座間米軍司令部はいらない行動 相武台Ｐ２ 

12月21日（月）日朝連絡会Ｐ6:30総評会館 

１月18日（月）マリ向け第二次支援米発送作業  

１月30日（土）「普天間基地はいらない・新基地

を許さない集会（仮称）」野音Ｐ２ 

２月28～１日 ビキニデー（静岡） 

 

「普天間基地はいらない 新基地建設を許さな

い１・３０全国集会」 

日 時：２０１０年１月３０日（土） １４：００～ 

会 場：日比谷公園野外音楽堂 

内 容：沖縄からの報告、国会情勢報告、各

団体からのアピール 

主 催：平和フォーラムと辺野古への基地建

設を許さない実行委員会を中心に首都圏の

平和運動団体で実行委員会を組織します 

※集会終了後に、銀座・東京駅方向へデモ行

進を行います。 

 

名 称：「建国記念の日」を考える集会 

日 時：２０１０年２月１１日（木）１３:３０～  

会 場：自治労会館６Fホール（規模２５０人） 

内 容：莫邦富（ジャーナリスト）講演ほか

 

２０１０年秋に宮崎県宮崎市で２５００人規模で 

「憲法理念の実現をめざす第４７回大会」（護憲

大会）を２泊３日の日程で開催します。 

日程は調整中 

 

 

［もんじゅに向けてデモ行進］ 

 

 

［11・2第 4次厚木爆音訴訟 9回口頭弁論報告会］ 

 

  

編集後記 今年もこの号をもって終わります。 

新政権の誕生、JOC 事故 10 周年集会、ジョージ

ワシントン 1 周年抗議行動、10・３NO NUKES 

FESTA2009、そして普天間返還・辺野古新基地建

設反対の様々な行動、10・21横田基地縮小・撤去

集会など多くの参加有難うございました。 

 来年は 1月 30日の日比谷集会を皮切りに、いよ

いよ安保改定 50 年、日韓併合 100 年の年を迎え

ます。この国のかたちを変え、次の年は平和で安

全な生活が出来るよう、体に気をつけて頑張りま

しょう。皆様の幸多き新年を祈念します。（Ｓ） 
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